
【対象】 兼業者であって、1以上の指定業種(主たる業種かどうかは問わない)に属する事業に該当し、行っている事業が属する          指定業種の売上高等の減少等が企業全体に相当程度の影響を与えていることによって、企業全体の売上高等の減少          等が企業認定基準を満たしている。     年     月      年     月      年     月 合    計      年     月      年     月      年     月 合    計

C DＡ Ｂ※千円未満は切り捨てた金額を記入したうえで、合計額を算出してください。　(1)「指定業種」の売上高の減少額B － A ＝①(2)減少率の確認①Ｄ   ※5％以上減少していること(3)全体の売上高の減少額D － C ＝②(4)減少率の確認②D   ※5％以上減少していること        年        月        日【申請者】 【証明者（税理士等）】住所（所在地） 住所（所在地）氏名（名称） 印 氏名（名称） 印　　　（代表者名） 　　　（代表者名）※証明者（税理士等）の証明がある場合は、「売上高を確認できる資料」の提出を省略することができます。
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